調査票７
	静岡県地域医療課看護師確保班　山田あて（鑑不要）　ＦＡＸ　０５４－２５１－７１８８


令和６年度看護の質向上促進事業計画調査票
	施　設　名
	

	所属　氏名
	　
	電話番号
	　


１～４の事業について、該当する欄に記入し、令和６年度補助金利用の有無を回答してください。

該当項目がなく、補助金の利用を希望しない場合は回答は不要です。

１　看護の質向上促進研修事業費補助金

（１）看護師特定行為派遣事業

	下欄の補助事業の令和６年度利用を希望しますか
	希望する　・　希望しない

	指定研修機関名
	

	期間
	R　年　月　日～R　年　月　日

	行為区分
	


	看護師特定行為研修派遣費助成

１　要旨

　　医師・歯科医師が作成する手順書により特定行為を行う看護師を養成し、在宅医療等の推進を図るため、特定行為研修受講にかかる費用の一部に対し補助を行う。

２　事業主体

　　病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設

３　対象経費

　（１）病院等が特定行為研修にかかる入学金及び受講料を負担した場合の当該経費

　（２）なお、（１）の経費の算定にあたっては、1病院につき1人分を上限とする。

４　補助基準額及び補助率

　　補助基準額 600千円　　補助率１／２ 訪問看護ステーション等については２／３


（２）認定看護師教育課程(A課程)派遣事業

	下欄の補助事業の令和６年度利用を希望しますか
	希望する　・　希望しない


	認定看護師教育課程派遣事業　　　　　　　　　※対象となる病院は300床未満の病院です。
１　要旨

　　熟練した看護技術と知識を用いた水準の高い看護を実践できる看護師を育成し、県内の看護の質向上を図るため、認定看護師教育課程受講にかかる費用の一部に対し補助を行う。

２　事業主体

　　病院（300床未満）、認知症疾患医療センター（認知症分野への派遣に限る）、訪問看護ステーション、介護老人保健施設

３　対象経費

　（１）病院等が認定看護師教育課程にかかる入学金及び受講料を負担した場合の当該経費

　（２）なお、（１）の経費の算定にあたっては、1病院につき1人分を上限とする。

４　補助基準額及び補助率

　　補助基準額　730千円　　補助率１／２ 訪問看護ステーション等については２／３


（３）認定看護師教育課程(B課程)派遣事業

	下欄の補助事業の令和６年度利用を希望しますか
	希望する　・　希望しない


	認定看護師教育課程派遣事業　　　　　　　　　

１　要旨

　　熟練した看護技術と知識を用いた水準の高い看護を実践できる看護師を育成し、県内の看護の質向上を図るため、認定看護師教育課程受講にかかる費用の一部に対し補助を行う。

２　事業主体

　　病院、訪問看護ステーション、介護老人保健施設

３　対象経費

　（１）病院等が認定看護師教育課程にかかる入学金及び受講料を負担した場合の当該経費

　（２）なお、（１）の経費の算定にあたっては、1病院につき1人分を上限とする。

４　補助基準額及び補助率

　　補助基準額　1,000千円　　補助率１／２ 訪問看護ステーション等については２／３


２　研修派遣機関代替職員確保事業費補助金
	下欄の補助事業の令和６年度利用を希望しますか
	希望する　・　希望しない

	「希望する」の場合、どちらの

研修への派遣を予定していますか
	特定行為　・　認定看護師


	研修派遣機関代替職員確保事業　　　　　　　　※対象となる病院は300床未満の病院です。
１　要旨

　　　チーム医療及び在宅医療を推進するため、所属する看護職員を認定看護師教育課程及び特定行為研修に派遣する間に雇用した代替職員の賃金の一部に対し補助を行う。

２　事業主体

　　病院（300床未満に限定）、認知症疾患医療センター（認知症看護分野への派遣に限る）訪問看護ステーション、介護老人保健施設

３　対象経費

　（１）病院等が認定看護師教育課程または特定行為研修に派遣中に１月以上雇用した代替職員の賃金

　（２）なお、（１）の経費の算定にあたっては、1病院につき1人分を上限とする。

４　補助基準額及び補助率

　　補助基準額　179.2千円／月（認定看護師教育課程派遣はA課程：上限7月　B課程：12ヵ月、　　　　　　　　特定行為研修は上限12月）

補助率１／２　訪問看護ステーション等については２／３


３　特定行為研修運営事業費補助金

（１）特定行為研修機関等導入促進支援事業

	下欄の補助事業の令和６年度利用を希望しますか
	希望する　・　希望しない


	特定行為研修機関等導入促進支援事業
１　要旨

　　　特定行為研修を推進するため、特定行為研修を運営事業を行う協力施設に対し、準備、運営に必要な経費の一部に対し補助を行う。

２　事業主体

　　特定行為の協力施設　※他施設の看護師の受講受入れを可とするものをいう。

３　対象経費

　（１）初度整備に係る費用（賃金、旅費、消耗品費等）

４　補助基準額及び補助率

　　補助基準額　2,000千円


（２）特定行為研修機関運営事業

	下欄の補助事業の令和６年度利用を希望しますか
	希望する　・　希望しない


	特定行為研修機関運営事業
１　要旨

　　　特定行為研修を推進するため、特定行為研修を運営事業を行う協力施設に対し、準備、運営に必要な経費の一部に対し補助を行う。

２　事業主体

　　特定行為の協力施設　※他施設の看護師の受講受入れを可とするものをいう。

３　対象経費

　（１）運営に係る経費（指導者・事務職員に係る賃金、諸手当等）

４　補助基準額及び補助率

　　補助基準額　2,000千円


